
(単位：百万円）

科　　　　　　　　目 金　　額

2,080,735

873,370

802,579

70,790

258,855

88,925

預 貯 金 利 息 33

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 80,225

貸 付 金 利 息 2,954

そ の 他 利 息 配 当 金 5,711

45,377

33,055

11,437

76

79,983

948,509

2,079

3,709

942,050

96

572

2,059,273

1,449,410

61,807

47,291

71,569

431,831

7,662

829,247

808

805

2

471,799

109

461,503

9,467

719

113,190

24,063

3,737

3,467

7,465

9,393

21,461

3,653

52

3,001

3,001

599

2,022

15,786

8,496

△ 4,157

4,338
11,448

為 替 差 益

そ の 他 特 別 損 失

法 人 税 及 び 住 民 税

経 常 利 益

特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額

そ の 他 経 常 費 用

保 険 金 据 置 支 払 金

税 金

減 価 償 却 費

法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益

固 定 資 産 等 処 分 損

特 別 法 上 の 準 備 金 繰 入 額

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額

税 引 前 当 期 純 利 益

そ の 他 の 経 常 費 用

資 産 運 用 費 用

支 払 利 息

有 価 証 券 評 価 損

事 業 費

有 価 証 券 売 却 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 返 戻 金

再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

支 払 備 金 繰 入 額

契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

経 常 費 用

保 険 金 等 支 払 金

保 険 金

年 金

給 付 金

解 約 返 戻 金

金 融 派 生 商 品 収 益

特 別 勘 定 資 産 運 用 益

そ の 他 経 常 収 益

年 金 特 約 取 扱 受 入 金

保 険 金 据 置 受 入 金

そ の 他 の 経 常 収 益

そ の 他 運 用 収 益

退 職 給 付 引 当 金 戻 入 額

責 任 準 備 金 戻 入 額

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

有 価 証 券 売 却 益

 2025年度（　    　　　 　）損益計算書

経 常 収 益

保 険 料 等 収 入

保 険 料

再 保 険 収 入

資 産 運 用 収 益

2025年４月１日から
2026年３月31日まで
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（注）１．会計方針に関する事項は、次のとおりです。 

(1) 保険料については、原則として、当事業年度に保険契約者から収入した保険料を計上しています。再保

険収入については、再保険契約に基づき、再保険者から回収した保険金等を計上しています。 

(2) 保険金・年金・給付金・解約返戻金については、原則として、約款に基づき支払われた金額を計上して

います。その他返戻金については、保険金、年金、給付金、解約返戻金以外の保険契約関係支払額を計上

しています。再保険料については、再保険契約に基づき、再保険者へ支払う保険料等を計上しています。 

２．関係会社との取引による収益総額は219百万円、費用総額は3,749百万円です。 

３．有価証券売却益の内訳は国債等債券44,782百万円、株式41百万円、外国証券553百万円です。 

４．有価証券売却損は国債等債券461,488百万円、株式0百万円、外国証券15百万円です。 

５．有価証券評価損は国債等債券9,451百万円、株式15百万円です。 

６．支払備金繰入額の計算上差し引かれた出再支払備金繰入額の金額は101百万円、責任準備金戻入額の計算

上足し上げられた出再責任準備金繰入額の金額は1,100,166百万円です。 

７．金融派生商品収益には、評価益が83,803百万円含まれています。 

８．１株当たりの当期純利益は7,155円2銭です。 

９．再保険収入には、貸借対照表の注記第 14 項に掲げる一定の再保険契約に係る未償却出再手数料の増加額

5,943百万円を含んでいます。 

再保険料には、貸借対照表の注記第14項に掲げる一定の再保険契約に係る未償却出再手数料の減少額1,221

百万円を含んでいます。 

10．その他特別損失には、通常の退職給付に加えて支給した退職給付金を計上しています。 

11．関連当事者との取引に関する事項は次のとおりです。 

(1) 保険引受債務保証 

① 名称 

トウキョウ・マリン・アールエスエル・リー・ピーアイシー・リミテッド 

② 当社が有する議決権の割合 なし 

③ 当社と関連当事者との関係 親会社の子会社 

④ 取引の内容および取引金額 

トウキョウ・マリン・アールエスエル・リー・ピーアイシー・リミテッドの保険引受債務を保証してお

り、当事業年度末における保証残高は77,847百万円です。 

⑤ 取引条件および取引条件の決定方針 

保証料については、当該契約のリスク量を勘案した合理的な水準で決定しています。 

(2) 債券貸借取引  

① 名称 

東京海上日動火災保険株式会社 

② 当社が有する議決権の割合 なし 

③ 当社と関連当事者との関係 親会社の子会社 

④ 取引の内容および取引金額 

東京海上日動火災保険株式会社に債券の貸付を行っており、当事業年度の利息の受取は316百万円、取

引金額は395,150百万円、当事業年度末の残高は400,687百万円です。 
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⑤ 取引条件および取引条件の決定方針 

債券の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。 

12. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。 
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